
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加
算

物価高騰対応生活者支援事業

①物価高騰で家計負担が大きい食料品や日用品等を購
入できる商品券を配布することにより、高齢者の生活を下
支えする。
②商品券、印刷製本費、郵送料、委託料、人件費（会計年
度等）
③商品券37,575千円（＠5千円×7,515人）
　商品券等印刷関連経費887千円、郵送料1,656千円、換
金委託料440千円、人件費4,576千円、消耗品費200千円
④65歳以上の与謝野町民

R8.4 R9.3

2

⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

障害者福祉サービス利用者生活支援
事業

①物価高騰の影響を受けている障害者に対する生活支援
として、障害福祉サービス利用者の食事代補助を行うとと
もに、食事を提供する障害福祉サービス事業者に対しても
補助を行う。
②障害福祉サービス事業者を通じた食事代補助及び事務
費
③補助金　7,168千円
　【利用者補助】4,779千円（＠100円×47,787回）
　【事業者補助】2,389千円（＠50円×47,787回）
　人件費（時間外）358千円　消耗品費200千円　うち5,925
千円に交付金を充当
④町内障害福祉サービス事業所及び利用者で町民の方
（補助金はすべて事業者へ支出）

R8.4 R8.12

3
⑨中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

物価高騰対応緊急経営継続支援事
業（R7補正分）

①中東情勢等を背景とした原材料・エネルギー価格の高
騰に直面する町内事業者に対して、事業継続と経営維持
を支援するため支援金を交付する。
②③商工会への補助金
　内訳：補助上限20千円×791件　事務費120千円　計
15,940千円　うち11,465千円に交付金を充当
④町内に拠点があり、交付後も事業継続の意思を有してる
事業者（補助金は与謝野町商工会へ支出）

R8.7 R9.3

4

⑪推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

保育・学校施設光熱費高騰対策支援
事業

①物価高騰による町内こども園・小中学校の光熱費高騰
分を町が負担することで、町民の負担を増やすことなく安
定した保育・学校運営を図る。
②令和3年度と令和7年度の決算額を比較した電気代増額
分
③令和3年度：29,222千円　令和7年度：38,671千円　増加
額：9,449千円　うち1,000千円に交付金を充当
④町内こども園・小中学校

R8.4 R9.3

5
⑨中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

物価高騰対応等緊急経営継続支援
事業（R8補正分）

①中東情勢等を背景とした原材料・エネルギー価格の高
騰に直面する町内事業者に対して、事業継続と経営維持
を支援するため支援金を交付する。
②③商工会への補助金
　内訳：補助上限20千円×791件　事務費120千円　計
15,940千円　うち2,381千円に交付金を充当
④町内に拠点があり、交付後も事業継続の意思を有してる
事業者（補助金は与謝野町商工会へ支出）

R8.7 R8.12

6
⑧農林水産業にお
ける物価高騰対策
支援

与謝野町営農継続支援交付金

①農業用資材・燃料・電気代等の高騰及び渇水による農
業用水の不足により、営農の継続が困難な状況に置かれ
ている農業者を支援するため支援金を交付する。
②農業者等への補助金
③事業費　12,000千円
　内訳：基礎額　25千円（一律）
　　　　面積比例額：2千円/反（上限100千円）
　事務費　106千円（公金取扱手数料・時間外）　計　12,106
千円　うち11,725千円に交付金を充当
④認定農業者、認定新規就農者、JA施設園芸部会等加
入者の他、50a以上の作付面積を有する者

R8.7 R8.12
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